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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シリコーン基材の少なくとも一方の面に潤滑性塗膜が積層された医療用潤滑性部材であ
って、
　前記シリコーン基材が、前記潤滑性塗膜が積層された面に反応性官能基を有し、かつ、
前記潤滑性塗膜が、親水性ポリマーとポリイソシアネートとを含む組成物の膜であり、当
該潤滑性塗膜中、前記親水性ポリマーの含有量と前記ポリイソシアネートの含有量の比が
、質量比で、親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０１～１である医療用潤滑
性部材。
【請求項２】
　シリコーン基材の少なくとも一方の面に接着層を有し、該接着層の、前記シリコーン基
材と接する面とは反対側の面に潤滑性塗膜が積層された医療用潤滑性部材であって、
　前記接着層が、変性シリコーンの層またはポリシロキサン構造を含むポリマーの層であ
り、前記ポリシロキサン構造を含むポリマーが、下記式（１）で表される構造単位を有し
、かつ、下記式（２）で表される構造単位、下記式（３）で表される構造単位および下記
式（４）で表される構造単位のうちの少なくとも１つの構造単位を有し、
　前記接着層が、前記潤滑性塗膜が積層された面に反応性官能基を有し、前記潤滑性塗膜
が、親水性ポリマーとポリイソシアネートとを含む組成物の膜である医療用潤滑性部材。
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【化１】

　式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は水素原子または有機基を示す。Ｌ１は単結合または２価の連
結基を示す。ｎ１は３～１０，０００の整数である。
【化２】

　式（２）中、Ｒ７およびＲａは水素原子または有機基を示す。
【化３】

　式（３）中、Ｒ８、Ｒｂ１およびＲｂ２は水素原子または有機基を示す。
【化４】

　式（４）中、Ｒ９は水素原子または有機基を示す。Ｒｃ１～Ｒｃ５は水素原子、ハロゲ
ン原子または有機基を示す。
【請求項３】
　前記シリコーン基材が、管状シリコーン基材である請求項１または２に記載の医療用潤
滑性部材。
【請求項４】
　前記管状シリコーン基材の少なくとも内側に前記潤滑性塗膜を有する請求項３に記載の
医療用潤滑性部材。
【請求項５】
　前記反応性官能基が、水酸基、カルボキシ基およびアミノ基の少なくとも１種である請
求項１に記載の医療用潤滑性部材。
【請求項６】
　前記反応性官能基が、アミノ基、イソシアナト基、グリシジル基、水酸基、カルボキシ
基、ホルミル基、酸無水物基およびオキサゾリン環の少なくとも１種である請求項２に記
載の医療用潤滑性部材。
【請求項７】
　前記親水性ポリマーが、親水性多糖類および親水性ビニルポリマーの少なくとも１種で
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ある請求項１～６のいずれか１項に記載の医療用潤滑性部材。
【請求項８】
　前記親水性ポリマーが、ヒアルロン酸、コンドロイチン硫酸、アルギン酸、カラギーナ
ン、アガロース、メチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシプロピル
メチルセルロース、酸化セルロース、ポリビニルピロリドン、無水マレイン酸共重合体、
ポリアクリル酸、ポリ－Ｎ－ビニルアセトアミド、アクリルアミド共重合体、ポリ（２－
（メタクリロイルオキシ）エチルホスホリルコリン）、Ｎ－(３－スルホプロピル)－Ｎ－
(メタクリルオキシエチル)－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウムベタインおよびＮ－メタクリ
ロイルオキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム－α－Ｎ－メチルカルボキシベタイ
ンの少なくとも１種である請求項７に記載の医療用潤滑性部材。
【請求項９】
　前記親水性ポリマーが、ポリビニルピロリドン、無水マレイン酸共重合体およびヒアル
ロン酸の少なくとも１種である請求項８に記載の医療用潤滑性部材。
【請求項１０】
　前記ポリイソシアネートが、脂肪族ポリイソシアネート、脂環式ポリイソシアネートお
よび芳香族ポリイソシアネートのうちの少なくとも１種である請求項１～９のいずれか１
項に記載の医療用潤滑性部材。
【請求項１１】
　前記ポリイソシアネートが、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジ
イソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネー
ト、ｍ－キシリレンジイソシアネートおよび４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネー
トの少なくとも１種である請求項１０に記載の医療用潤滑性部材。
【請求項１２】
　前記潤滑性塗膜中、前記親水性ポリマーの含有量と前記ポリイソシアネートの含有量の
比が、質量比で、親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０１～１である請求項
２に記載の医療用潤滑性部材。
【請求項１３】
　前記潤滑性塗膜中、前記親水性ポリマーの含有量と前記ポリイソシアネートの含有量の
比が、質量比で、親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０２５～０．５である
請求項１～１２のいずれか１項に記載の医療用潤滑性部材。
【請求項１４】
　前記医療用潤滑性部材が、バルーン、コネクタ、医療機器用ゴム部品、血管造影用チュ
ーブ、気管内チューブ、栄養チューブ、泌尿器用チューブ、内視鏡用オーバーチューブお
よびカテーテルから選ばれる医療機器のための部材である、請求項１～１３のいずれか１
項に記載の医療用潤滑性部材。
【請求項１５】
　請求項１～１３のいずれか１項に記載の医療用潤滑性部材を用いた、バルーン、コネク
タ、医療機器用ゴム部品、血管造影用チューブ、気管内チューブ、栄養チューブ、泌尿器
用チューブ、内視鏡用オーバーチューブおよびカテーテルから選ばれる医療機器。
【請求項１６】
　表面に反応性官能基を有するシリコーン基材上に、親水性ポリマーとポリイソシアネー
トを含む組成物を塗布する工程と、当該組成物を１００℃以上で加熱する工程とを含み、
当該組成物中、前記親水性ポリマーの含有量と前記ポリイソシアネートの含有量の比が、
質量比で、親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０１～１である医療用潤滑性
部材の製造方法。
【請求項１７】
　シリコーン基材上に配された、表面に反応性官能基を有する接着層上に、親水性ポリマ
ーとポリイソシアネートを含む組成物を塗布する工程と、当該組成物を１００℃以上で加
熱する工程とを含み、
　前記接着層が、変性シリコーンの層またはポリシロキサン構造を含むポリマーの層であ
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り、前記ポリシロキサン構造を含むポリマーが、下記式（１）で表される構造単位を有し
、かつ、下記式（２）で表される構造単位、下記式（３）で表される構造単位および下記
式（４）で表される構造単位のうちの少なくとも１つの構造単位を有する医療用潤滑性部
材の製造方法。
【化５】

　式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は水素原子または有機基を示す。Ｌ１は単結合または２価の連
結基を示す。ｎ１は３～１０，０００の整数である。

【化６】

　式（２）中、Ｒ７およびＲａは水素原子または有機基を示す。

【化７】

　式（３）中、Ｒ８、Ｒｂ１およびＲｂ２は水素原子または有機基を示す。
【化８】

　式（４）中、Ｒ９は水素原子または有機基を示す。Ｒｃ１～Ｒｃ５は水素原子、ハロゲ
ン原子または有機基を示す。
【請求項１８】
　前記組成物中、前記親水性ポリマーの含有量と前記ポリイソシアネートの含有量の比が
、質量比で、親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０１～１である請求項１７
に記載の医療用潤滑性部材の製造方法。
【請求項１９】
　前記親水性ポリマーが、親水性多糖類および親水性ビニルポリマーの少なくとも１種で
ある請求項１６～１８のいずれか１項に記載の医療用潤滑性部材の製造方法。
【請求項２０】
　前記親水性ポリマーが、ヒアルロン酸、コンドロイチン硫酸、アルギン酸、カラギーナ
ン、アガロース、メチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシプロピル
メチルセルロース、酸化セルロース、ポリビニルピロリドン、無水マレイン酸共重合体、
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ポリアクリル酸、ポリ－Ｎ－ビニルアセトアミド、アクリルアミド共重合体、ポリ（２－
（メタクリロイルオキシ）エチルホスホリルコリン）、Ｎ－(３－スルホプロピル)－Ｎ－
(メタクリルオキシエチル)－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウムベタインおよびＮ－メタクリ
ロイルオキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム－α－Ｎ－メチルカルボキシベタイ
ンの少なくとも１種である請求項１９に記載の医療用潤滑性部材の製造方法。
【請求項２１】
　前記組成物中、前記親水性ポリマーの含有量と前記ポリイソシアネートの含有量の比が
、質量比で、親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０２５～０．５である請求
項１６～２０のいずれか１項に記載の医療用潤滑性部材の製造方法。
【請求項２２】
　前記ポリイソシアネートが、脂肪族ポリイソシアネート、脂環式ポリイソシアネート及
び芳香族ポリイソシアネートのうちの少なくとも１種である請求項１６～２１のいずれか
１項に記載の医療用潤滑性部材の製造方法。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、医療用潤滑性部材、これを用いた医療機器、及び医療用潤滑性部材の製造方
法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　人を診察ないし治療するために、血管、気管、消化管、その他の体腔または組織中に挿
入される医療機器として、例えば、特許文献１には、医療機器の外周面上に含有される造
影剤により、潤滑性が低下することを抑制した医療機器が記載されている。この医療機器
は、造影剤を含有する樹脂層が形成された医療機器の外周面上に、ウレタン系高分子層が
設けられ、さらにウレタン系高分子層の外周面上に、無水マレイン酸系高分子とポリイソ
シアネートを含有する溶液をコーティングすることにより無水マレイン酸系高分子層が積
層されている。また、特許文献２には、切開部への取り付けや取り外しがスムーズにでき
、かつ内部に痰等が溜まり難い気管切開チューブが記載されている。この気管切開チュー
ブは、気道確保用ルーメンを備えた管腔体を有し、この管腔体の気道確保用ルーメンを形
成する内面と、気管切開チューブの表面に、湿潤時に表面潤滑性を発現する被膜が形成さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－１８８９０８号公報
【特許文献２】特開２００６－１０２０９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献１記載の発明は、人体組織に対する湿潤時の滑り性を向上させた医療用具
である。上記特許文献２記載の発明は、気管切開時などの人体組織、痰等の人体から生成
される成分、ないし食物に対する滑り性を向上させた医療機器である。
【０００５】
　医療機器が人体組織との接触を伴って使用される場合、医療機器と組織表面との摩擦が
大きいと組織が傷ついてしまう。例えば、内視鏡は体腔内を摺動させて用いられるため、
体腔内の組織と接触する表面部材の滑り性を高めることが重要である。体腔内は湿潤状態
にあるため、医療機器の表面部材は、特に湿潤状態における滑り性を高めることが求めら
れる。
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　また、医療用チューブを体腔内に挿入し、このチューブ内に水を通しながらカメラ、治
具等を挿入して体腔内を観察したり、生検を採取したりする場合がある。この形態におい
ては、湿潤状態におけるチューブ内壁と治具との滑り性を高めることが求められる。
【０００６】
　本発明は、湿潤状態において、滑り性に優れ、繰り返し使用による滑り性の低下も生じ
にくい医療用潤滑性部材を提供することを課題とする。また、本発明は、上記医療用潤滑
性部材を用いた医療機器を提供することを課題とする。また、本発明は、上記医療用潤滑
性部材の製造方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、シリコーン基材の少なくとも一方の面に反応性官能基
を導入し、または、シリコーン基材の少なくとも一方の面に反応性官能基を有する接着層
を積層し、さらに、反応性官能基が導入された面に親水性ポリマーとポリイソシアネート
を含む組成物の膜を有する医療用潤滑性部材により、上記課題を解決できることを見出し
、この知見に基づき本発明をなすに至った。
【０００８】
＜１＞
　シリコーン基材の少なくとも一方の面に潤滑性塗膜が積層された医療用潤滑性部材であ
って、
　シリコーン基材が、潤滑性塗膜が積層された面に反応性官能基を有し、かつ、潤滑性塗
膜が、親水性ポリマーとポリイソシアネートとを含む組成物の膜であり、潤滑性塗膜中、
親水性ポリマーの含有量とポリイソシアネートの含有量の比が、質量比で、親水性ポリマ
ー：ポリイソシアネート＝１：０．０１～１である医療用潤滑性部材。
＜２＞
　シリコーン基材の少なくとも一方の面に接着層を有し、接着層の、シリコーン基材と接
する面とは反対側の面に潤滑性塗膜が積層された医療用潤滑性部材であって、
　接着層が、変性シリコーンの層またはポリシロキサン構造を含むポリマーの層であり、
ポリシロキサン構造を含むポリマーが、下記式（１）で表される構造単位を有し、かつ、
下記式（２）で表される構造単位、下記式（３）で表される構造単位および下記式（４）
で表される構造単位のうちの少なくとも１つの構造単位を有し、
　接着層が、潤滑性塗膜が積層された面に反応性官能基を有し、潤滑性塗膜が、親水性ポ
リマーとポリイソシアネートとを含む組成物の膜である医療用潤滑性部材。
【化１】

　式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は水素原子または有機基を示す。Ｌ１は単結合または２価の連
結基を示す。ｎ１は３～１０，０００の整数である。
【化２】

　式（２）中、Ｒ７およびＲａは水素原子または有機基を示す。



(7) JP 6793207 B2 2020.12.2

10

20

30

40

50

【化３】

　式（３）中、Ｒ８、Ｒｂ１およびＲｂ２は水素原子または有機基を示す。
【化４】

　式（４）中、Ｒ９は水素原子または有機基を示す。Ｒｃ１～Ｒｃ５は水素原子、ハロゲ
ン原子または有機基を示す。
＜３＞
　シリコーン基材が、管状シリコーン基材である＜１＞または＜２＞に記載の医療用潤滑
性部材。
＜４＞
　管状シリコーン基材の少なくとも内側に潤滑性塗膜を有する＜３＞に記載の医療用潤滑
性部材。
＜５＞
　反応性官能基が、水酸基、カルボキシ基およびアミノ基の少なくとも１種である＜１＞
に記載の医療用潤滑性部材。
＜６＞
　反応性官能基が、アミノ基、イソシアナト基、グリシジル基、水酸基、カルボキシ基、
ホルミル基、酸無水物基およびオキサゾリン環の少なくとも１種である＜２＞に記載の医
療用潤滑性部材。
＜７＞
　親水性ポリマーが、親水性多糖類および親水性ビニルポリマーの少なくとも１種である
＜１＞～＜６＞のいずれか１つに記載の医療用潤滑性部材。
＜８＞
　親水性ポリマーが、ヒアルロン酸、コンドロイチン硫酸、アルギン酸、カラギーナン、
アガロース、メチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシプロピルメチ
ルセルロース、酸化セルロース、ポリビニルピロリドン、無水マレイン酸共重合体、ポリ
アクリル酸、ポリ－Ｎ－ビニルアセトアミド、アクリルアミド共重合体、ポリ（２－（メ
タクリロイルオキシ）エチルホスホリルコリン）、Ｎ－(３－スルホプロピル)－Ｎ－(メ
タクリルオキシエチル)－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウムベタインおよびＮ－メタクリロ
イルオキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム－α－Ｎ－メチルカルボキシベタイン
の少なくとも１種である＜７＞に記載の医療用潤滑性部材。
＜９＞
　親水性ポリマーが、ポリビニルピロリドン、無水マレイン酸共重合体およびヒアルロン
酸の少なくとも１種である＜８＞に記載の医療用潤滑性部材。
＜１０＞
　ポリイソシアネートが、脂肪族ポリイソシアネート、脂環式ポリイソシアネートおよび
芳香族ポリイソシアネートのうちの少なくとも１種である＜１＞～＜９＞のいずれか１つ
に記載の医療用潤滑性部材。
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＜１１＞
　ポリイソシアネートが、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソ
シアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、
ｍ－キシリレンジイソシアネートおよび４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートの
少なくとも１種である＜１０＞に記載の医療用潤滑性部材。
＜１２＞
　潤滑性塗膜中、親水性ポリマーの含有量とポリイソシアネートの含有量の比が、質量比
で、親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０１～１である＜２＞に記載の医療
用潤滑性部材。
＜１３＞
　潤滑性塗膜中、親水性ポリマーの含有量とポリイソシアネートの含有量の比が、質量比
で、親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０２５～０．５である＜１＞～＜１
２＞のいずれか１つに記載の医療用潤滑性部材。
＜１４＞
　医療用潤滑性部材が、バルーン、コネクタ、医療機器用ゴム部品、血管造影用チューブ
、気管内チューブ、栄養チューブ、泌尿器用チューブ、内視鏡用オーバーチューブおよび
カテーテルから選ばれる医療機器のための部材である、＜１＞～＜１３＞のいずれか１つ
に記載の医療用潤滑性部材。
＜１５＞
　＜１＞～＜１３＞のいずれか１つに記載の医療用潤滑性部材を用いた、バルーン、コネ
クタ、医療機器用ゴム部品、血管造影用チューブ、気管内チューブ、栄養チューブ、泌尿
器用チューブ、内視鏡用オーバーチューブおよびカテーテルから選ばれる医療機器。
＜１６＞
　表面に反応性官能基を有するシリコーン基材上に、親水性ポリマーとポリイソシアネー
トを含む組成物を塗布する工程と、組成物を１００℃以上で加熱する工程とを含み、組成
物中、親水性ポリマーの含有量とポリイソシアネートの含有量の比が、質量比で、親水性
ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０１～１である医療用潤滑性部材の製造方法。
＜１７＞
　シリコーン基材上に配された、表面に反応性官能基を有する接着層上に、親水性ポリマ
ーとポリイソシアネートを含む組成物を塗布する工程と、組成物を１００℃以上で加熱す
る工程とを含み、
　接着層が、変性シリコーンの層またはポリシロキサン構造を含むポリマーの層であり、
ポリシロキサン構造を含むポリマーが、下記式（１）で表される構造単位を有し、かつ、
下記式（２）で表される構造単位、下記式（３）で表される構造単位および下記式（４）
で表される構造単位のうちの少なくとも１つの構造単位を有する医療用潤滑性部材の製造
方法。
【化５】

　式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は水素原子または有機基を示す。Ｌ１は単結合または２価の連
結基を示す。ｎ１は３～１０，０００の整数である。
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【化６】

　式（２）中、Ｒ７およびＲａは水素原子または有機基を示す。

【化７】

　式（３）中、Ｒ８、Ｒｂ１およびＲｂ２は水素原子または有機基を示す。
【化８】

　式（４）中、Ｒ９は水素原子または有機基を示す。Ｒｃ１～Ｒｃ５は水素原子、ハロゲ
ン原子または有機基を示す。
＜１８＞
　組成物中、親水性ポリマーの含有量とポリイソシアネートの含有量の比が、質量比で、
親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０１～１である＜１７＞に記載の医療用
潤滑性部材の製造方法。
＜１９＞
　親水性ポリマーが、親水性多糖類および親水性ビニルポリマーの少なくとも１種である
＜１６＞～＜１８＞のいずれか１つに記載の医療用潤滑性部材の製造方法。
＜２０＞
　親水性ポリマーが、ヒアルロン酸、コンドロイチン硫酸、アルギン酸、カラギーナン、
アガロース、メチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシプロピルメチ
ルセルロース、酸化セルロース、ポリビニルピロリドン、無水マレイン酸共重合体、ポリ
アクリル酸、ポリ－Ｎ－ビニルアセトアミド、アクリルアミド共重合体、ポリ（２－（メ
タクリロイルオキシ）エチルホスホリルコリン）、Ｎ－(３－スルホプロピル)－Ｎ－(メ
タクリルオキシエチル)－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウムベタインおよびＮ－メタクリロ
イルオキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム－α－Ｎ－メチルカルボキシベタイン
の少なくとも１種である＜１９＞に記載の医療用潤滑性部材の製造方法。
＜２１＞
　組成物中、親水性ポリマーの含有量とポリイソシアネートの含有量の比が、質量比で、
親水性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０２５～０．５である＜１６＞～＜２０
＞のいずれか１つに記載の医療用潤滑性部材の製造方法。
＜２２＞
　ポリイソシアネートが、脂肪族ポリイソシアネート、脂環式ポリイソシアネート及び芳
香族ポリイソシアネートのうちの少なくとも１種である＜１６＞～＜２１＞のいずれか１
つに記載の医療用潤滑性部材の製造方法。
【０００９】
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＜８＞
　ポリイソシアネートが、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソ
シアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、
ｍ－キシリレンジイソシアネートおよび４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートの
少なくとも１種である＜１＞～＜７＞のいずれか１つに記載の医療用潤滑性部材。
＜９＞
　膜中、親水性ポリマーの含有量とポリイソシアネートの含有量の比が、質量比で、親水
性ポリマー：ポリイソシアネート＝１：０．０１～１である＜１＞～＜８＞のいずれか１
つに記載の医療用潤滑性部材。
＜１０＞
　医療用潤滑性部材が、バルーン、コネクタ、医療機器用ゴム部品、血管造影用チューブ
、気管内チューブ、栄養チューブ、泌尿器用チューブ、内視鏡用オーバーチューブ、およ
びカテーテルから選ばれる医療機器のための部材である、＜１＞～＜９＞のいずれか１つ
に記載の医療用潤滑性部材。
＜１１＞
　＜１＞～＜９＞のいずれか１つに記載の医療用潤滑性部材を用いた、バルーン、コネク
タ、医療機器用ゴム部品、血管造影用チューブ、気管内チューブ、栄養チューブ、泌尿器
用チューブ、内視鏡用オーバーチューブおよびカテーテルから選ばれる医療機器。
＜１２＞
　表面に反応性官能基を有するシリコーン基材上に、親水性ポリマーとポリイソシアネー
トを含む組成物を塗布する工程と、組成物を１００℃以上で加熱する工程とを含む医療用
潤滑性部材の製造方法。
＜１３＞
　シリコーン基材上に配された、表面に反応性官能基を有する接着層上に、親水性ポリマ
ーとポリイソシアネートを含む組成物を塗布する工程と、組成物を１００℃以上で加熱す
る工程とを含む医療用潤滑性部材の製造方法。
【００１０】
　本明細書において「～」とは、その前後に記載される数値を下限値および上限値として
含む意味で使用される。
【００１１】
　本明細書において、特定の符号で表示された置換基、連結基、構造単位等（以下、置換
基等という）が複数あるとき、あるいは複数の置換基等を同時もしくは択一的に規定する
ときには、それぞれの置換基等は互いに同一でも異なっていてもよいことを意味する。こ
のことは、置換基等の数の規定についても同様である。また、複数の置換基等が近接（特
に隣接）するときにはそれらが互いに連結したり縮環したりして環を形成していてもよい
意味である。
【００１２】
　本明細書において、「アクリル酸」、「アクリルアミド」および「スチレン」との用語
は通常よりも広義の意味で用いている。
　すなわち、「アクリル酸」は、ＲＡ－Ｃ（＝ＣＲＢ

２）ＣＯＯＨの構造を有する化合物
すべてを包含する意味に用いる（ＲＡおよびＲＢは各々独立に水素原子または置換基を示
す）。
　また、「アクリルアミド」はＲＣ－Ｃ（＝ＣＲＤ

２）ＣＯＮＲＥ
２の構造を有する化合

物すべてを包含する意味に用いる（ＲＣ、ＲＤおよびＲＥは各々独立に水素原子または置
換基を示す）。
　また、「スチレン」はＲＦ－Ｃ（＝ＣＲＧ

２）Ｃ６ＲＨ
６の構造を有する化合物すべて

を包含する意味に用いる（ＲＦ、ＲＧおよびＲＨは各々独立に水素原子または置換基を示
す）。
【００１３】
　本明細書において、ある基の炭素数を規定する場合、この炭素数は、基全体の炭素数を
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意味する。つまり、この基がさらに置換基を有する形態である場合、この置換基を含めた
全体の炭素数を意味する。
【００１４】
　本発明において「組成物」というときには、２種以上の成分が均一に混合された混合物
を意味する。ただし、実質的に均一性が維持されていればよく、所望の効果を奏する範囲
で、一部において凝集や偏在が生じていてもよく、好ましくは２種以上の成分が均一に存
在している形態である。
【００１５】
　なお、本明細書における質量平均分子量は、特に断りがない限り、ゲル透過クロマトグ
ラフィー（Ｇｅｌ　Ｐｅｒｍｅａｔｉｏｎ　Ｃｈｒｏｍａｔｏｇｒａｐｈｙ：ＧＰＣ）の
測定値（ポリスチレン換算）である。
　質量平均分子量は、具体的にはＰＣ装置ＨＬＣ－８２２０（商品名、東ソー社製）を用
い、溶離液としてはＮ－メチル－２－ピロリドン（和光純薬工業社製）を用い、カラムと
しては東ソー社製　ＴＳＫ－ｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　ＡＷＭ－Ｈ（商品名）用い、温度２３
℃、流量１ｍＬ／ｍｉｎの条件下、ＲＩ検出器を用いて測定することができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の医療用潤滑性部材ないし医療機器は、湿潤状態における滑り性に優れ、この滑
り性を維持することができる。また、本発明の医療用潤滑性部材の製造方法によれば、上
記の優れた性能を有する医療用潤滑性部材を製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】図１は、本発明の第１の実施形態に係る医療用潤滑性部材の一実施形態を示す断
面図である。
【図２】図２は、本発明の第２の実施形態に係る医療用潤滑性部材の一実施形態を示す断
面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
＜医療用潤滑性部材＞
　本発明の第１の実施形態に係る医療用潤滑性部材は、シリコーン基材の少なくとも一方
の面に潤滑性塗膜が積層され、上記シリコーン基材が、上記潤滑性塗膜が積層された面に
反応性官能基を有し、上記潤滑性塗膜が、親水性ポリマーとポリイソシアネートを含む組
成物の膜である。すなわち、上記潤滑性塗膜は、医療用潤滑性部材の最外層を構成する。
　図１に示す医療用潤滑性部材１０は、シリコーン基材ａの一方の面に潤滑性塗膜ｂを有
する。
　また、本発明の第２の実施形態に係る医療用潤滑性部材は、シリコーン基材の少なくと
も一方の面に接着層を有し、この接着層の、上記シリコーン基材と接する面と反対側に潤
滑性塗膜が積層され、上記接着層が、上記潤滑性塗膜が積層された面に反応性官能基を有
し、上記潤滑性塗膜が、親水性ポリマーとポリイソシアネートを含む組成物の膜である。
すなわち、上記潤滑性塗膜は、医療用潤滑性部材の最外層を構成する。
　図２に示す医療用潤滑性部材２０は、シリコーン基材ａの一方の面に接着層ｃを有し、
この接着層ｃ上に潤滑性塗膜ｂを有する。
【００１９】
　以下、医療用潤滑性部材を、単に「部材」と称することもある。また、シリコーン基材
を単に「基材」と称することもある。また、シリコーン基材の少なくとも一方の面を「表
面」と称することもある。また、親水性ポリマーとポリイソシアネートを含む組成物の膜
を「組成物膜」と称することもある。また、本発明の第１の実施形態に係る医療用潤滑性
部材と第２の実施形態に係る医療用潤滑性部材とを合わせて「本発明の医療用潤滑性部材
」と称することもある。
　まず、本発明の第１の実施形態に係る医療用潤滑性部材について説明する。
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【００２０】
（シリコーン基材）
　シリコーンは、第１シラン（例えば、第１アルコキシシリル基又は第１ヒドロキシシリ
ル基などの、第１ケイ素含有基）と第２シラン（例えば、第２アルコキシシリル基又は第
２ヒドロキシシリル基などの、第２ケイ素含有基）との反応からもたらされ得る。
　シリコーン基材とは少なくとも表面にポリシロキサンを有する基材を意味する。本発明
に用いられるシリコーン基材は特に制限されないが、例えば、シリコーンゴム、シリコー
ン樹脂単独で構成される基材、あるいはこれらの物質が表面に塗布されている基材が挙げ
られる。本発明の部材には、シリコーンゴムが好ましく用いられる。シリコーン基材の形
状は特に限定されないが、通常シート状または管状である。また、シリコーン基材の厚さ
は特に制限されないが、１０～５００００μｍが好ましい。
【００２１】
　シリコーンゴムは、シリコーンゴム組成物に硬化剤を用いることにより硬化させたもの
である。この硬化剤として通常のものを用いることができる。例えば、ヒドロシリル化反
応により硬化させる場合は、オルガノハイドロジェンポリシロキサンを含むシリコーンゴ
ム組成物に対して白金族金属系触媒が硬化剤として用いられ、過酸化物架橋させる場合は
過酸化物が硬化剤として用いられる。また、シリコーン基材が管状である場合、市販品を
管状に成形して用いてもよい。市販品としては、シリコーンゴムシート（商品名：ＫＥ－
８８０－Ｕ　硬度８０Ａ　信越シリコーン社製）が挙げられる。
【００２２】
　シリコーン樹脂としては、具体的には、例えば、信越化学工業社製ＫＥシリーズ、モメ
ンティブ社製ＴＳＥシリーズおよび旭化成ワッカーシリコーン社製ＥＬＡＳＴＳＩＬシリ
ーズが挙げられる。以下にこれらの具体例を商品名で示す。
【００２３】
・信越化学工業社製ＫＥシリーズ
　ＫＥ９３１－Ｕ、ＫＥ９４１－Ｕ、ＫＥ９５１－Ｕ、ＫＥ９６１－Ｕ、ＫＥ９７１－Ｕ
、ＫＥ９８１－Ｕ、ＫＥ９６１Ｔ－Ｕ、ＫＥ９７１Ｔ－Ｕ、ＫＥ８７１Ｃ－Ｕ、ＫＥ７４
２－Ｕ、ＫＥ７５２－Ｕ、ＫＥ７６２－Ｕ、ＫＥ７７２－Ｕ、ＫＥ７８２－Ｕ、ＫＥ８５
０－Ｕ、ＫＥ８７０－Ｕ、ＫＥ８８０－Ｕ、ＫＥ８９０－Ｕ
・モメンティブ社製ＴＳＥシリーズ
　ＴＳＥ２２６７Ｕ、ＴＳＥ２２７７Ｕ、ＴＳＥ２２８７Ｕ、ＴＳＥ２２９７Ｕ
・旭化成ワッカーシリコーン社製ＥＬＡＳＴＳＩＬシリーズ
　ＥＬ１３０１、ＥＬ１４０１、ＥＬ１５０１、ＥＬ１６０１、ＥＬ１７０１、ＥＬ１８
０１、ＥＬ４３００、ＥＬ４４０６、ＥＬ４５００、ＥＬ４６１０、ＥＬ４７１０、ＥＬ
４８１０、ＥＬ３５３０、ＥＬ３６３０、ＥＬ３７３０、ＥＬ７１０１、ＥＬ７１５３、
ＥＬ７２１０、Ｒ４０１／１０～９０
【００２４】
　シリコーンゴムまたはシリコーン樹脂を管状に成形する方法としては、プレス成型、押
出し成型、ブロー成型、インジェクション成形などが挙げられる。
【００２５】
　本発明の第１の実施形態に係る部材において、シリコーン基材は、少なくとも一方の面
に潤滑性塗膜が積層され、上記シリコーン基材が、上記潤滑性塗膜が積層された面に反応
性官能基をする。
【００２６】
　本発明の第１の実施形態に係る部材において、上記反応性官能基は、積層される親水性
ポリマーやポリイソシアネートと共有結合もしくは水素結合を形成するため、アミノ基、
水酸基およびカルボキシ基の少なくとも１種であることが好ましく、水酸基およびカルボ
キシ基がより好ましい。
【００２７】
　シリコーン基材の表面に反応性官能基を導入する方法は特に制限されないが、例えば、
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物理的表面処理が挙げられる。
【００２８】
　物理的表面処理の方法として、例えば、活性エネルギー線を表面に照射し、基材表面に
水酸基（ヒドロキシ基）、カルボキシ基及び／またはアミノ基（水酸基、カルボキシ基及
びアミノ基のうちの少なくとも１つの基）を導入する。活性エネルギー線として、例えば
、α線、γ線、電子線、Ｘ線及び紫外線が挙げられる。また、活性種を表面に作用させて
同じくヒドロキシ基、カルボキシ基及び／またはアミノ基（ヒドロキシ基、カルボキシ基
及びアミノ基のうちの少なくとも１つの基）を導入する方法も用いられる。具体的には酸
素プラズマ処理、大気圧プラズマ処理、コロナ処理、ＵＶオゾン処理、オゾン水による処
理など挙げられる。本発明の第１の実施形態に係る部材において、酸素プラズマ処理が好
ましい。
　その他、表面処理ハンドブック（ISBN:978-4-900830-46-2（4-900830-46-1）、水町浩
監修、初版、２０００年、エヌ・ティー・エス）に記載の方法も物理的表面処理の方法と
して挙げられる。
　表面活性化処理は非酸化的雰囲気および酸化的雰囲気のいずれで行われてもよい。非酸
化的雰囲気としては、窒素、アルゴン等の不活性ガス雰囲気、水素等の還元性ガス雰囲気
などが挙げられる。酸化的雰囲気としては、大気雰囲気、酸素雰囲気などが挙げられる。
【００２９】
（潤滑性塗膜）
　本発明の第１の実施形態に係る部材が有する潤滑性塗膜は、親水性ポリマーとポリイソ
シアネートを含む組成物の膜である。本発明の第１の実施形態に係る部材において、ポリ
イソシアネートはシリコーン基材に対するアンカリングに加え独自に網目を形成し親水ポ
リマーの網目と相互に絡まる構造を形成し強靭な潤滑性塗膜が形成されていると推測され
る。なお、後述の第２の実施形態に係る部材において、ポリイソシアネートが接着層に対
してアンカリングすることにより、第１の実施形態に係る部材と同様、強靭な潤滑性塗膜
が形成されていると推測される。
　以下、親水性ポリマーとポリイソシアネートについて説明する。
【００３０】
－親水性ポリマー－
　本発明の第１の実施形態に係る部材に用いられる親水性ポリマーは特に制限されない。
ここで、「親水性ポリマー」とは、水に対して溶解もしくは膨潤する高分子を意味する。
【００３１】
　本発明の第１の実施形態に係る部材に用いられる親水性ポリマーの質量平均分子量は特
に制限されないが、１，０００～２，０００，０００が好ましく、１０，０００～１，５
００，０００がより好ましく、１００，０００～１，０００，０００がさらに好ましい。
また、本発明の第１の実施形態に係る部材に用いられる親水性ポリマーは反応性官能基を
有することが好ましい。
　本発明の第１の実施形態に係る部材に用いられる親水性ポリマーの具体例としては、ヒ
アルロン酸、コンドロイチン硫酸、アルギン酸、カラギーナン、アガロース、メチルセル
ロース、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、酸化セル
ロース等の親水性多糖類。ポリビニルピロリドン、無水マレイン酸共重合体、ポリアクリ
ル酸、ポリ－Ｎ－ビニルアセトアミド、アクリルアミド共重合体、ポリ（２－（メタクリ
ロイルオキシ）エチルホスホリルコリン）（ＭＰＣポリマー）、Ｎ－(３－スルホプロピ
ル)－Ｎ－(メタクリルオキシエチル)－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウムベタイン（ＳＢＭ
Ａポリマー）、Ｎ－メタクリロイルオキシエチル－Ｎ、Ｎ－ジメチルアンモニウム－α－
Ｎ－メチルカルボキシベタイン（ＣＢＭＡポリマー）等の親水性ビニルポリマーおよびそ
れらの共重合体が挙げられる。無水マレイン酸共重合体は、無水マレイン酸と、メチルビ
ニルエーテル、スチレン、エチレン、酢酸ビニル及び／または１－ヘキセン（メチルビニ
ルエーテル、スチレン、エチレン、酢酸ビニル及び１－ヘキセンのうちの少なくとも１種
）などとの共重合体であることが好ましい。本発明の部材において、親水性ポリマーは１
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種単独でも２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　本発明ではポリマーの親水性、潤滑性および生体適合性のため、ポリビニルピロリドン
、無水マレイン酸共重合体およびヒアルロン酸の少なくとも１種であることが好ましい。
【００３２】
－ポリイソシアネート－
　本発明の第１の実施形態に係る部材に用いられるポリイソシアネートは、特に制限され
ない。ポリイソシアネートとしては、脂肪族、脂環式または芳香族ポリイソシアネートが
挙げられ、３価以上のポリイソシアネートでもよく、低分子化合物、高分子化合物のいず
れでもよい。
【００３３】
　本発明の第１の実施形態に係る部材に用いられるポリイソシアネートの具体例として、
１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、２，６
－トリレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、フェニレ
ンジイソシアネート、ｍ－キシリレンジイソシアネート、テトラメチルキシリレンジイソ
シアネート、テトラメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、リジ
ンジイソシアネートエステル、１，４－シクロヘキシレンジイソシアネート、４，４’－
ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、３，３’－ジメトキシ－４，４’－ビフェニ
レンジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシアネート及びイソホロンジイソシア
ネートが挙げられる。これらは単独で使用してもよく、複数種を組み合わせて使用するこ
ともできる。
　また、本発明の第１の実施形態に係る部材に用いられるポリイソシアネートは、単体の
ポリイソシアネートの他、ビウレット（２量体）型、イソシアヌレート（３量体）型、ア
ダクト（付加体）型、２官能型およびこれらの変成体のいずれでもよい。
【００３４】
　また、これらのイソシアネート化合物の過剰量と、例えばエチレングリコール、プロピ
レングリコール、トリメチロールプロパン、グリセリン、ソルビトール、エチレンジアミ
ン、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン等の低分子活性
水素化合物または各種ポリエステルポリオール類、ポリエーテルポリオール類、ポリアミ
ド類の高分子活性水素化合物などと反応させて得られる末端イソシアネート基含有化合物
が挙げられる。
【００３５】
　ポリイソシアネートの市販品として、以下のものが挙げられる。いずれも商品名で示す
。
・旭化成社製のデュラネートシリーズ（デュラネートＤ１０１、デュラネートＤ２０１、
デュラネートＡ１０１、デュラネートＡ２０１Ｈ、デュラネート２４Ａ－１００、デュラ
ネート２２Ａ－７５Ｐ、デュラネート２１Ｓ－７５Ｅ、デュラネートＴＰＡ－１００、デ
ュラネートＴＫＡ－１００、デュラネートＭＦＡ－７５Ｂ、デュラネートＭＨＧ－８０Ｂ
、デュラネートＴＵＬ－１００、デュラネートＴＬＡ－１００、デュラネートＴＳＡ－１
００、デュラネートＴＳＳ－１００、デュラネートＴＳＥ－１００、デュラネートＰ３０
１－７５Ｅ、デュラネートＥ４０２－８０Ｂ、デュラネートＥ４０５－７０Ｂ、デュラネ
ートＥ７００－１００）
・日本ポリウレタン社製のコロネートシリーズ及びミリオネートシリーズ（コロネートＬ
、コロネートＬ－４５Ｅ、コロネートＬ－５５Ｅ、コロネート２０３０、コロネート２０
３１、コロネート２０９６、コロネート２２３３、コロネート２２３４、コロネート２２
９８、コロネート２５０３、コロネート２５０７、コロネート２５１３、コロネート２５
１５、コロネート３０４１、コロネートＡＰ－Ｍ、コロネートＨＬ、コロネートＨＬ－Ｓ
、コロネートＨＫ、コロネートＨＸ、コロネートＨＸ－Ｔ、コロネートＨＸＬＶ、コロネ
ートＨＸＲ、ミリオネートＭＴ、ミリオネートＭＴＬ、ミリオネートＭＲ、ミリオネート
ＭＲ１００、ミリオネートＭＲ２００、ミリオネートＭＲ３００、ミリオネートＭＲ４０
０、ミリオネートＭＳ－５０）
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【００３６】
　その他、架橋剤ハンドブック（山下晋三、金子東助著、初版、1981年、大成社）記載の
ポリイソシアネートが好適に用いられる。こららのポリイソシアネートは１種単独で用い
てもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３７】
　イソシアナト基の反応性および形成する塗膜の強度ため、上記のポリイソシアネートの
うち、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、２，４
－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、ｍ－キシリレンジイ
ソシアネートおよび４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートの少なくとも１種が好
ましい。
【００３８】
　親水性ポリマーとポリイソシアネートを含む組成物中の親水性ポリマーとポリイソシア
ネートとの質量比（親水性ポリマーの質量：ポリイソシアネートの質量）は特に制限され
ないが、１：０．０１～１が好ましく、１：０．０２５～０．５がより好ましく、１：０
．０５～０．２５が特に好ましい。質量比が上記範囲内にあることで、親水性ポリマーと
ポリイソシアネートを含む組成物の膜の柔軟性が良好となる。
【００３９】
　本発明の部材において、組成物膜は、湿潤時に滑り性を奏するゲル膜となっていると考
えられる。このゲル膜中において、親水性ポリマーとポリイソシアネートとは、混合物と
して存在していてもよい。すなわち、親水性ポリマーの有する官能基がポリイソシアネー
トのイソシアナト基と反応して結合（例えば、ウレタン結合）を形成してもよく、反応し
ていなくともよい。
【００４０】
　また、本発明の第１の実施形態に係る部材において、組成物膜中の親水性ポリマーの有
する官能基とシリコーン基材の反応性官能基は、反応して結合（例えば、ウレタン結合）
を形成してもよく、反応していなくともよい。さらに、組成物膜中のポリイソシアネート
とシリコーン基材の反応性官能基は、反応して結合（例えば、ウレタン結合）を形成して
もよく、反応していなくともよい。
【００４１】
　なお、組成物膜の厚さは特に制限されないが、０．０１～１００μｍが好ましく、０．
１～５０μｍがより好ましい。
【００４２】
　次に、本発明の第２の実施形態に係る医療用潤滑性部材について説明する。
　本発明の第２の実施形態に係る部材に用いられるシリコーン基材は、反応性官能基を有
さないこと以外は、第１の実施形態に係る部材に用いられるシリコーン基材と同義であり
、その好ましい範囲も同じである。また、本発明の第２の実施形態に係る部材に用いられ
る潤滑性塗布膜は、第１の実施形態に係る部材に用いられる潤滑性塗布膜と同義であり、
その好ましい範囲も同じである。
　上述のように、本発明の第２の実施形態に係る部材に用いられるシリコーン基材は、少
なくとも一方の面に接着層を有する。以下、この接着層について説明する。
【００４３】
（接着層）
　本発明の第２の実施形態に係る部材に用いられる接着層は、接着層が、上記潤滑性塗膜
が積層された面に反応性官能基を有していれば、特に制限されないが、シリコーン基材の
表面にシランカップリング剤、ポリシロキサン構造を含むポリマーまたは変性シリコーン
を塗布することにより形成することができる。なお、シランカップリング剤、ポリシロキ
サン構造を含むポリマー及び変性シリコーン（以下、接着成分とも称する。）はそれぞれ
１種単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　なお、本発明の第２の実施形態に係る部材において、上記反応性官能基は、積層される
親水性ポリマーやポリイソシアネートと共有結合もしくは水素結合を形成するため、アミ
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およびオキサゾリン環（オキサゾリル基）の少なくとも１種であることが好ましく、水酸
基、アミノ基およびカルボキシ基がより好ましい。
　また、接着層の厚さは特に制限されないが、０．００１～５０μｍが好ましく、０．０
１～１０μｍがより好ましい。
【００４４】
－シランカップリング剤－
　シランカップリング剤としては、例えば以下のものが挙げられる。
２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン
３－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン
３－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン
３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン
Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン
Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン
３－アミノプロピルトリメトキシシラン
３－アミノプロピルトリエトキシシラン
３－トリエトキシシリル－Ｎ－（１，３－ジメチル－ブチリデン）プロピルアミン
Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン
トリス－（トリメトキシシリルプロピル）イソシアヌレート
３－イソシアネートプロピルトリエトキシシラン
３－トリメトキシシリルプロピルコハク酸無水物
Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）－３－アミノプロピルトリエトキシシラン
【００４５】
－ポリシロキサン構造を含むポリマー－
　ポリシロキサン構造を含むポリマーはその構成成分としてポリシロキサン構造を有する
成分以外にアクリル酸成分、アクリル酸エステル成分、アクリルアミド成分および／また
はスチレン成分（アクリル酸成分、アクリル酸エステル成分、アクリルアミド成分および
スチレン成分のうちの少なくとも１つの成分）を含有する。
　ポリシロキサン構造を含むポリマーは、分子中に反応性官能基を有している。
　反応性官能基は、ポリシロキサン構造を含むポリマーの構成成分である上記のアクリル
酸成分、アクリル酸エステル成分、アクリルアミド成分および／またはスチレン成分中に
含まれることが好ましい。
【００４６】
　ポリシロキサン構造を含むポリマーは、上記ポリシロキサン構造をグラフト鎖中に有す
るグラフトポリマーであることが好ましい。このグラフトポリマーは好ましくは、ポリシ
ロキサン構造をグラフト鎖中に有する下記式（１）で表される構造単位を有し、かつ、ア
クリル酸成分もしくはアクリル酸エステル成分として下記式（２）で表される構造単位、
アクリルアミド成分として下記式（３）で表される構造単位および／またはスチレン成分
として下記式（４）で表される構造単位（アクリル酸成分もしくはアクリル酸エステル成
分として下記式（２）で表される構造単位、アクリルアミド成分として下記式（３）で表
される構造単位およびスチレン成分として下記式（４）で表される構造単位のうちの少な
くとも１つの構造単位）を有する構造である。
【００４７】
－ポリシロキサン構造をグラフト鎖中に有する構造単位－
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【化１】

【００４８】
　式（１）中、Ｒ１～Ｒ６は水素原子または有機基を示す。
　Ｒ１～Ｒ６として採り得る有機基としては、アルキル基、シクロアルキル基、アルケニ
ル基、アリール基、ヘテロアリール基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヘテロアリー
ルオキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、ヘテロアリールチオ基、アルキルアミノ
基、アリールアミノ基、ヘテロアリールアミノ基、アルキルオキシカルボニル基、アリー
ルオキシカルボニル基、ヘテロアリールオキシカルボニル基、アルキルアミノカルボニル
基、アリールアミノカルボニル基、ヘテロアリールアミノカルボニル基、およびハロゲン
原子が挙げられ、アルキル基、シクロアルキル基、アルケニル基またはアリール基が好ま
しい。
【００４９】
　Ｒ１～Ｒ６として採り得るアルキル基の炭素数は、１～１０が好ましく、１～４がより
好ましく、１または２がさらに好ましく、１が特に好ましい。このアルキル基の具体例と
しては、例えば、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチ
ル、ｎ－ヘキシル、ｎ－オクチル、２－エチルへキシルおよびｎ－デシルが挙げられる。
【００５０】
　Ｒ１～Ｒ６として採り得るシクロアルキル基の環構成炭素数は、３～１０が好ましく、
５～１０がより好ましく、５または６がさらに好ましい。また、このシクロアルキル基は
、３員環、５員環または６員環が好ましく、５員環または６員環がより好ましい。Ｒ１～
Ｒ６として採り得るシクロアルキル基の具体例としては、例えば、シクロプロピル、シク
ロペンチルおよびシクロへキシルが挙げられる。
【００５１】
　Ｒ１～Ｒ６として採り得るアルケニル基は、炭素数が２～１０が好ましく、２～４がよ
り好ましく、２がさらに好ましい。このアルケニル基の具体例としては、例えば、ビニル
、アリルおよびブテニルが挙げられる。
【００５２】
　Ｒ１～Ｒ６として採り得るアリール基の環構成炭素数は、６～１２が好ましく、６～１
０がより好ましく、６～８がさらに好ましい。このアリール基の具体例としては、例えば
、フェニル、トリルおよびナフチルが挙げられる。
【００５３】
　Ｒ１～Ｒ６として採り得るヘテロアリール基は、少なくとも１つの酸素原子、硫黄原子
、窒素原子を有する５員環または６員環のヘテロアリール基がより好ましい。このヘテロ
アリール基の具体例としては、２－ピリジル、２－チエニル、２－フラニル、３－ピリジ
ル、４－ピリジル、２－イミダゾリル、２－ベンゾイミダゾリル、２－チアゾリル、２－
ベンゾチアゾリルおよび２－オキサゾリルを挙げることができる。
【００５４】
　Ｒ１～Ｒ６として採り得るアリールオキシ基、アリールチオ基、アリールアミノ基、ア
リールオキシカルボニル基およびアリールアミノカルボニル基を構成するアリール基の好
ましい形態は、Ｒ１～Ｒ６として採り得るアリール基の形態と同じである。
【００５５】
　Ｒ１～Ｒ６として採り得るヘテロアリールオキシ基、ヘテロアリールチオ基、ヘテロア
リールアミノ基、ヘテロアリールオキシカルボニル基およびヘテロアリールアミノカルボ
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ニル基を構成するヘテロアリール基の好ましい形態は、Ｒ１～Ｒ６として採り得るヘテロ
アリール基の形態と同じである。
【００５６】
　Ｒ１～Ｒ６として採り得るアルコキシ基、アルキルチオ基、アルキルアミノ基、アルキ
ルオキシカルボニル基、アルキルアミノカルボニル基を構成するアルキル基の好ましい形
態は、Ｒ１～Ｒ６として採り得るアルキル基の形態と同じである。
【００５７】
　Ｒ１～Ｒ６として採り得るハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子お
よびヨウ素原子が挙げられ、フッ素原子または臭素原子が好ましい。
【００５８】
　Ｒ１～Ｒ６が有機基の場合、置換基を有した形態であってもよい。
【００５９】
　Ｒ１～Ｒ６は、アルキル基、アルケニル基またはアリール基が好ましく、炭素数１～４
のアルキル基がより好ましい。なかでもＲ１～Ｒ５はメチル基が好ましく、Ｒ６はブチル
基が好ましい。
【００６０】
　式（１）中、Ｌ１は単結合または２価の連結基を示す。
　Ｌ１として採り得る２価の連結基としては、本発明の効果を奏する限り特に制限されな
い。Ｌ１が２価の連結基の場合、Ｌ１の分子量は１０～２００が好ましく、２０～１００
がより好ましく、３０～７０がさらに好ましい。
【００６１】
　Ｌ１が２価の連結基の場合、例えば、アルキレン基、アリーレン基、－Ｃ（＝Ｏ）－、
－Ｏ－および－ＮＲＬ－から選ばれる２価の基を２つ以上組み合わせてなる２価の連結基
が好ましい。ＲＬは水素原子または置換基を示す。ＲＬが置換基の場合、この置換基とし
ては、アルキル基が好ましい。このアルキル基の炭素数は１～６が好ましく、１～４がよ
り好ましく、メチルまたはエチルがさらに好ましい。
　Ｌ１を構成しうる上記アルキレン基は直鎖でも分岐を有してもよい。このアルキレン基
の炭素数は１～１０が好ましく、１～６がより好ましく、１～３がさらに好ましい。
　また、Ｌ１を構成しうる上記アリーレン基の環構成炭素数は、６～２０が好ましく、６
～１５がさらに好ましく、６～１２がさらに好ましく、さらに好ましくはフェニレン基で
ある。
　Ｌ１は、アルキレン基、－Ｃ（＝Ｏ）－、－Ｏ－および－ＮＲＬ－から選ばれる２価の
基の２つ以上を組み合わせてなる２価の連結基であることが好ましい。
【００６２】
　式（１）中、ｎ１は３～１０，０００の整数である。ｎ１は１３５～１０，０００の整
数が好ましく、１５０～５０００の整数がより好ましく、２００～１０００の整数がさら
に好ましい。
【００６３】
　ポリシロキサン構造を含むポリマー中、式（１）で表される構造単位の含有量は、１～
７０質量％が好ましく、５～６０質量％がより好ましく、１０～５０質量％がさらに好ま
しい。
【００６４】
　式（１）で表される構造単位は、原料として特定構造のマクロモノマーを用いることに
より、ポリシロキサン構造を含むポリマー中に導入することができる。このマクロモノマ
ーは常法により合成することができ、また市販品を用いることもできる。この市販品とし
て、例えば、Ｘ－２２－１７４ＡＳＸ、Ｘ－２２－１７４ＢＸ、ＫＦ－２０１２、Ｘ－２
２－２４２６、Ｘ－２２－２４０４（いずれも商品名、信越化学工業社製）、ＡＫ－５、
ＡＫ－３０、ＡＫ－３２（いずれも商品名、東亜合成社製）、ＭＣＲ－Ｍ０７、ＭＣＲ－
Ｍ１１、ＭＣＲ－Ｍ１７、ＭＣＲ－Ｍ２２（いずれも商品名、Ｇｅｌｅｓｔ社製）等を用
いることができる。
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【００６５】
－アクリル酸成分またはアクリル酸エステル成分－
【化２】

【００６６】
　式（２）中、Ｒ７およびＲａは水素原子または有機基を示す。
　Ｒ７として採り得る有機基の形態としては、上記式（１）におけるＲ１として採り得る
有機基の形態が挙げられる。なかでもＲ７は水素原子またはアルキル基が好ましい。アル
キル基の炭素数は１～１０が好ましく、１～４がより好ましく、１または２がさらに好ま
しく、１が特に好ましい。このアルキル基の具体例としては、例えば、メチル、エチル、
ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｎ－ヘキシル、ｎ－オクチル、
２－エチルへキシルおよびｎ－デシルが挙げられる。
【００６７】
　Ｒａとして採り得る有機基の形態としては、上記式（１）におけるＲ１として採り得る
有機基の形態が挙げられる。なかでもＲａは、水素原子、アルキル基またはアリール基が
好ましい。Ｒａとして採り得るアルキル基は、炭素数が１～１０が好ましく、１～６がよ
り好ましい。このアルキル基の具体例としては、例えば、メチル、エチル、ｎ－プロピル
、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｎ－ヘキシル、ｎ－オクチル、２－エチルへ
キシルおよびｎ－デシルが挙げられる。
　Ｒａとして採り得るアリール基は、炭素数が６～１２が好ましく、６～１０がより好ま
しく、６～８がさらに好ましく、６が特に好ましい。このアリール基の具体例としては、
例えば、フェニル、トリルおよびナフチルが挙げられる。
【００６８】
　Ｒ７およびＲａが有機基の場合、置換基を有した形態であってもよい。ポリシロキサン
構造を含むポリマーが式（２）で表される構造単位を有する場合、ポリシロキサン構造を
含むポリマー中の式（２）で表される構造単位のうち少なくとも一部の構造単位は、置換
基として上述した反応性官能基を有することが好ましい。
【００６９】
　また、ポリシロキサン構造を含むポリマー中に存在する式（２）で表される構造単位が
、Ｒａが置換基を有するアルキル基の形態である場合、かかる構造単位のうち少なくとも
一部の構造単位において、Ｒａは下記式（５）で表される形態であることも好ましい。
【００７０】

【化３】

【００７１】
　式（５）中、ｎ２は１～１０，０００の整数である。ｎ２は１～８０００の整数が好ま
しく、１～５０００の整数がより好ましく、１～３０００の整数がより好ましい。
　Ｒ１０は水素原子または有機基を示す。Ｒ１０として採り得る有機基の形態としては、
上記式（１）におけるＲ１として採り得る有機基の形態が挙げられる。Ｒ１０が有機基の
場合、置換基を有した形態であってもよい。Ｒ１０は好ましくは水素原子またはアルキル
基である。このアルキル基の具体例としては、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロ
ピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｎ－ヘキシル、ｎ－オクチル、２－エチルへキシルおよ
びｎ－デシルが挙げられる。
　＊は式（２）中の酸素原子（－Ｏ－）との結合部位を示す。
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【００７２】
　また、ポリシロキサン構造を含むポリマー中に存在する式（２）で表される構造単位の
うち、少なくとも一部の構造単位は、Ｒａが含窒素有機基であることも好ましい。含窒素
有機基は、その分子量が１０～２００が好ましく、２０～１００がより好ましい。含窒素
有機基はアミノ基（置換アミノ基を含む）が好ましい。含窒素有機基の好ましい例として
、例えばアルキルアミノ基、アルキルアミノアルキル基、アリールアミノ基、アリールア
ミノアルキル基、ヘテロアリールアミノ基、およびヘテロアリールアミノアルキル基を挙
げることができる。
【００７３】
－アクリルアミド成分－
【化４】

【００７４】
　式（３）中、Ｒ８、Ｒｂ１およびＲｂ２は水素原子または有機基を示す。
　Ｒ８として採り得る有機基としては、上記式（１）におけるＲ１として採り得る有機基
の形態が挙げられる。Ｒ８は、水素原子またはアルキル基が好ましく、アルキル基がより
好ましい。このアルキル基の炭素数は１～１０が好ましく、１～４がより好ましく、１ま
たは２がさらに好ましく、１が特に好ましい。アルキル基の具体例としては、例えば、メ
チル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｎ－ヘキシル、
ｎ－オクチル、２－エチルへキシルおよびｎ－デシルが挙げられる。
【００７５】
　Ｒｂ１およびＲｂ２として採り得る有機基としては、上記式（１）におけるＲ１として
採り得る有機基が挙げられる。なかでもＲｂ１およびＲｂ２は、水素原子、アルキル基ま
たはアリール基が好ましい。このアリール基の炭素数は６～１２が好ましく、６～１０が
より好ましく、６～８がさらに好ましく、６が特に好ましい。アリール基の具体例として
は、例えば、フェニル、トリルおよびナフチルが挙げられる。
【００７６】
　Ｒ８、Ｒｂ１およびＲｂ２が有機基の場合、置換基を有した形態であってもよい。ポリ
シロキサン構造を含むポリマーが式（３）で表される構造単位を有する場合、ポリシロキ
サン構造を含むポリマー中の式（３）で表される構造単位のうち少なくとも一部の構造単
位は、置換基として上述した反応性官能基を有することが好ましい。
【００７７】
－スチレン成分－

【化５】

【００７８】
　式（４）中、Ｒ９は水素原子または有機基を示す。Ｒｃ１～Ｒｃ５は水素原子、ハロゲ
ン原子または有機基を示す。
　Ｒ９として採り得る有機基としては、上記式（１）におけるＲ１として採り得る有機基
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の形態が挙げられる。なかでもＲ９は、水素原子が好ましい。
【００７９】
　Ｒｃ１～Ｒｃ５として採り得る有機基としては、上記式（１）におけるＲ１として採り
得る有機基の形態が挙げられる。Ｒｃ１～Ｒｃ５として採り得るハロゲン原子に特に制限
はなく、フッ素原子または臭素原子が好ましく、フッ素原子がより好ましい。Ｒｃ１～Ｒ
ｃ５は、水素原子、アルキル基またはハロゲン原子が好ましい。このアルキル基の炭素数
は１～１０が好ましく、１～４がより好ましく、１または２がさらに好ましく、１が特に
好ましい。アルキル基の具体例としては、例えば、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソ
プロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｎ－ヘキシル、ｎ－オクチル、２－エチルへキシル
およびｎ－デシルが挙げられる。
【００８０】
　Ｒ９およびＲｃ１～Ｒｃ５が有機基の場合、置換基を有した形態であってもよい。ポリ
シロキサン構造を含むポリマーが式（４）で表される構造単位を有する場合、ポリシロキ
サン構造を含むポリマー中の式（４）で表される構造単位のうち少なくとも一部の構造単
位は、置換基として上述した反応性官能基を有することが好ましい。
【００８１】
　ポリシロキサン構造を含むポリマーが上記式（２）～（４）のいずれかの式で表される
構造単位を有する場合、ポリシロキサン構造を含むポリマー中、それらの構造単位の総量
は、１０～９０質量％が好ましく、１５～８０質量％がより好ましく、２０～７０質量％
がさらに好ましい。
　また、ポリシロキサン構造を含むポリマーが上記式（２）～（４）のいずれかの式で表
され、かつ上記反応性官能基を有する構造単位を有する場合、かかる構造単位のポリシロ
キサン構造を含むポリマー中の含有量は５～７０質量％が好ましく、１０～５０質量％が
より好ましく、１５～３０質量％がさらに好ましい。
【００８２】
　ポリシロキサン構造を含むポリマーは、常法により合成することができ、例えば、所望
の構造単位を導くモノマーと、重合開始剤とを常法により反応させることで得られる。重
合反応はアニオン重合、カチオン重合およびラジカル重合のいずれでもよいが、ラジカル
重合が好ましい。
【００８３】
　ポリシロキサン構造を含むポリマーは、架橋剤を介した架橋構造を有することも好まし
い。この場合、架橋剤は下記式（６）で表される構造単位を有する架橋剤（ポリマー状架
橋剤）および／または下記式（７）で表される架橋剤であることが好ましい。これらの架
橋剤を用いて架橋構造を形成することにより、接着層を硬化して機械強度をより高めるこ
とができる。これらの架橋剤は通常、上述した各構造単位が有する反応性官能基と相互作
用し、あるいは反応し、ポリシロキサン構造を含むポリマーに架橋構造が形成される。架
橋反応は、架橋反応に寄与する基の種類に応じて、常法により行うことができる。
【００８４】
【化６】

【００８５】
　式（６）中、Ｒ１１は水素原子または有機基を示す。Ｒ１１が有機基の場合、置換基を
有した形態であってもよい。Ｒ１１は好ましくは水素原子又はアルキル基（好ましくは炭
素数１～５、より好ましくは炭素数１～３のアルキル基）である。Ｘはヒドロキシ基、カ
ルボキシ基、アミノ基、イソシアナト基、オキサゾリン環、エポキシ基、ビニル基、エチ
ニル基、スルファニル基、アジド基、トリアルコキシシリル基または酸無水物構造を有す
る基を示す。Ｘは、置換基を有した形態であってもよい。
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　式（６）で表される架橋剤として、例えば、オキサゾリン環含有ポリマー（商品名：エ
ポクロス（登録商標）、日本触媒社製）を挙げることができる。オキサゾリン環含有ポリ
マーは、例えば下記構造単位で構成されるポリマーである。本明細書においてＭｅはメチ
ルを意味する。
　なお、架橋剤がポリマーであり、その構成成分としてアクリル酸成分、アクリル酸エス
テル成分、アクリルアミド成分またはスチレン成分を含む場合、これらの成分はそれぞれ
、本発明で規定するアクリル酸成分、アクリル酸エステル成分、アクリルアミド成分また
はスチレン成分に含まれるものとする。
【００８６】
【化７】

【００８７】
　式（７）中、Ｙはｍ価の連結基を示す。Ｙは好ましくは炭素数が２～２０の整数、好ま
しくは炭素数が２～１５の整数である炭化水素基が好ましい。この炭化水素基は、その炭
化水素鎖中にヘテロ原子を有してもよい。ヘテロ原子としては、Ｏ、Ｓ、Ｎ、及びＴｉ等
を挙げることができる。ｍは２以上の整数であり、２～８が好ましく、２～４がより好ま
しい。Ｒｄｍは式（６）中のＸと同義である。
　式（７）で表される架橋剤として、ポリイソシアネート化合物（好ましくはジイソシア
ネート化合物）、シランカップリング剤およびチタンカップリング剤等を挙げることがで
きる。式（７）で表される架橋剤の一例を以下に示す。
【００８８】
【化８】

【００８９】
　ポリシロキサン構造を含むポリマーが架橋剤を介した架橋構造を有する場合、架橋構造
を有するポリシロキサン構造を含むポリマー中、架橋剤成分（架橋剤由来成分）の割合が
３０～９０質量％であることが好ましく、４０～７０質量％であることがより好ましい。
【００９０】
　ポリシロキサン構造を含むポリマーの質量平均分子量は（ポリシロキサン構造を含むポ
リマーが架橋剤を介した架橋構造を有する場合には、架橋前の状態のポリシロキサン構造
を含むポリマーの質量平均分子量）は、１０，０００～３００，０００が好ましく、３０
，０００～１５０，０００がより好ましく、４０，０００～１２０，０００がさらに好ま
しい。
【００９１】
　ポリシロキサン構造を含むポリマーの具体例として、サイマック（登録商標、東亜合成
社）シリーズ（例えば、サイマックＵＳ－４５０）、アクリット／ＡＣＲＩＴ（登録商標
、大成ファインケミカル社製）シリーズ（例えば、アクリット８－ＢＳ－９０００）、シ
ャリーヌ（登録商標、日信化学工業社製）シリーズ、アクリルシリコーン（信越ポリマー
社製）が挙げられる。
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【００９２】
－変性シリコーン－
　変性シリコーンとして、グリシジル基、アミノ基、カルボキシ基、酸無水物基、イソシ
アネナト基で変性された末端変性シリコーンオイル、およびシリコーン系界面活性剤が挙
げられる。その他、シリコーンハンドブック（伊藤邦雄著、初版、１９９０年、日刊工業
新聞社）記載の化合物も用いることができる。
【００９３】
　接着層中の接着成分の含有量は５質量％以上が好ましく、１０質量％以上がより好まし
く、２０質量％以上がさらに好ましい。また、接着層中の接着成分の含有量は４０質量％
以上であることも好ましく、６０質量％以上であることも好ましく、８０質量％以上であ
ることも好ましい。上限は１００質量％であってもよい。接着層がポリシロキサン構造を
含むポリマー以外の成分を含有する場合、ポリシロキサン構造を含むポリマー以外の成分
としては、例えば、高分子バインダー、界面活性剤、高分子微粒子、無機微粒子を挙げる
ことができる。
【００９４】
　本発明の第２の実施形態に係る部材における接着層は、特にシリコーン基材に対して高
い濡れ性を有し、かつ表面に水酸基を形成可能なアルコキシ変性シリコーンを用いて形成
されることが好ましい。具体的にはリタサーフ（商品名、リタファイン社製）、Ｘ－９３
－１７１０、Ｘ－９３－１７５５－１（商品名、信越シリコーン社製）、ＦＺ－３７０４
、ＡＹ４２－１６３（商品名、東レダウ社製）などがあげられる。
【００９５】
　本発明に用いられるシリコーン基材は、管状シリコーン基材であることが好ましい。
　本発明の第１の実施形態に係る部材は、管状シリコーン基材の少なくとも内側、すなわ
ち、内周面に潤滑性塗膜が積層されていることが好ましい。また、本発明の第２の実施形
態に係る部材は、管状シリコーン基材の少なくとも内周面に接着層を有し、この接着層の
、上記管状シリコーン基材と接する面と反対側に潤滑性塗膜が積層されていることが好ま
しい。以下、これらの形態を本発明の部材が管状シリコーン基材の内側に潤滑性塗膜を有
する形態と称する。
　一方、本発明の第１の実施形態に係る部材が、管状シリコーン基材の外側、すなわち、
外周面に潤滑性塗膜が積層されている形態と、本発明の第２の実施形態に係る部材が、管
状シリコーン基材の外周面に接着層を有し、この接着層の、上記管状シリコーン基材と接
する面と反対側に潤滑性塗膜が積層されている形態とを合わせて、本発明の部材が管状シ
リコーン基材の外側に潤滑性塗膜を有する形態と称する。
　さらに、本発明の第１の実施形態に係る部材が、管状シリコーン基材の内周面および外
周面に潤滑性塗膜が積層されている形態と、本発明の第２の実施形態に係る部材が、管状
シリコーン基材の内周面および外周面に接着層を有し、この接着層の、上記管状シリコー
ン基材と接する面と反対側に潤滑性塗膜が積層されている形態とを合わせて、本発明の部
材が管状シリコーン基材の両側に潤滑性塗膜を有する形態と称する。
【００９６】
　本発明の第２の実施形態に係る部材において、組成物膜中の親水性ポリマーの有する官
能基と接着層の反応性官能基は、反応して結合（例えば、ウレタン結合）を形成してもよ
く、反応していなくともよい。さらに、組成物膜中のポリイソシアネートと接着層の反応
性官能基は、反応して結合（例えば、ウレタン結合）を形成してもよく、反応していなく
ともよい。
【００９７】
＜用途＞
　本発明の部材は、例えば、バルーン、コネクタ、医療機器用ゴム部品、医療用チューブ
（血管造影用チューブ、気管内チューブ、栄養チューブ、泌尿器用チューブ）、内視鏡用
オーバーチューブおよびカテーテルのための部材として用いられることが好ましい。
【００９８】
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　シリコーン基材が管状である場合の用途を以下に記載する。
　本発明の部材が管状シリコーン基材の内側に潤滑性塗膜を有する形態は、医療用チュー
ブ、内視鏡用オーバーチューブおよびカテーテルに用いられることが好ましい。
　また、本発明の部材が管状シリコーン基材の外側に潤滑性塗膜を有する形態は、医療用
チューブおよびカテーテルに用いられることが好ましい。
　また、本発明の部材が管状シリコーン基材の両側に潤滑性塗膜を有する形態は、医療用
チューブおよびカテーテルに用いられることが好ましい。
【００９９】
＜医療用潤滑性部材の製造方法＞
　本発明の部材の製造方法は特に制限されない。以下、本発明の第１の実施形態に係る部
材の製造方法及び本発明の第２の実施形態に係る部材の製造方法の一例を説明する。
【０１００】
－第１の実施形態に係る部材の製造方法の一例－
［調液］
　親水性ポリマーとポリイソシアネートとを有機溶媒に溶解させた組成物を調製する。
［反応性官能基の導入］
　管状シリコーンゴムの内周面および外周面に活性エネルギー線を照射し、管状シリコー
ンゴムの内周面および外周面にヒドロキシ基及びカルボキシ基を導入した管状シリコーン
ゴム基材を作製する。
［潤滑性塗膜の積層］
　管状シリコーンゴム基材を上記組成物に室温で１秒～６０分浸漬させ、２５～１８０℃
で１～１２０分加熱乾燥させる。
　なお、管状シリコーンゴム基材に上記組成物を適用する工程は常法によればよい。例え
ば、管状シリコーンゴムの管内に上記組成物を注ぎ込むことにより管状シリコーンゴムの
内周面に適用することができる。
【０１０１】
－第２の実施形態に係る部材の製造方法の一例－
［調液］
　ポリシロキサン構造を含むポリマーを有機溶媒に溶解させた組成物（ａ）を調製する。
また、親水性ポリマーとポリイソシアネートとを有機溶媒に溶解させた組成物（ｂ）を調
製する。
［接着層の形成］
　管状シリコーンゴムを上記組成物（ａ）に室温で１秒～６０分浸漬させ、２５～１８０
℃で１～１２０分、加熱乾燥させる。この管状シリコーンゴムを１０～４０％塩酸で３０
分～２４時間処理することにより、管状シリコーンゴムの内周面および外周面に水酸基（
シラノール基）を導入した管状シリコーンゴム基材を作製する。
［潤滑性塗膜の積層］
　組成物（ｂ）を用いて第１の実施形態と同様に積層する。
【０１０２】
　上記有機溶媒としては、ジブチルエーテル、ジメトキシメタン、ジメトキシエタン、ジ
エトキシエタン、プロピレンオキシド、１，４－ジオキサン、１，３－ジオキソラン、１
，３，５－トリオキサン、テトラヒドロフラン、アニソール、及びフェネトール等のエー
テル溶媒、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン、ジプロピルケトン、ジイソ
ブチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、メチル
シクロヘキサノン、及びジメチルシクロヘキサノン等のケトン溶媒、蟻酸エチル、蟻酸プ
ロピル、蟻酸ｎ－ペンチル、酢酸メチル、酢酸エチル、プロピオン酸メチル、プロピオン
醸エチル、酢酸ｎ－ペンチル、及びγ－ブチロラクトン等のエステル溶媒、メタノール、
エタノール、１－プロパノール、２－プロパノール、１－ブタノール、２－ブタノール、
ｔｅｒｔ－ブタノール、１－ペンタノール、２－メチル－２－ブタノール、及びシクロヘ
キサノール等のアルコール溶媒、キシレン、及びトルエン等の芳香族炭化水素、メチレン
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クロライド、クロロホルム、及び１，１－ジクロロエタン等のハロゲン化炭化水素溶媒、
Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、及
びＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド（ＤＭＡｃ）等のアミド系溶媒、アセトニトリル等のニ
トリル溶媒、２－メトキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸エチ
ル、２－エトキシプロピオン酸エチル、２－メトキシエタノール、２－プロポキシエタノ
ール、２－ブトキシエタノール、１，２－ジアセトキシアセトン、アセチルアセトン、ジ
アセトンアルコール、アセト酢酸メチル、Ｎ－メチルピロリドン、プロピレングリコール
モノメチルエーテルアセテート、及びアセト酢酸エチル等の２種類以上の官能基を有する
有機溶媒が挙げられる。
【実施例】
【０１０３】
　以下に、実施例に基づき本発明についてさらに詳細に説明する。なお、本発明がこれに
より限定して解釈されるものではない。また、「室温」は２５℃を意味する。
【０１０４】
［実施例１］
　ポリビニルピロリドン（商品名：Ｋ－９０　和光純薬工業社製）２．０ｇ、ＨＤＩ（１
，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、東京化成工業社製）１．０ｇをクロロホルム（
和光純薬工業社製）１００ｇに溶解させた組成物（ｂ１）を調製した。
　縦７０ｍｍ、横４０ｍｍ、厚さ５００μｍのシリコーンゴムシート（商品名：ＫＥ－８
８０－Ｕ　硬度８０Ａ　信越シリコーン社製）を、リタサーフ（商品名、リタファイン社
製）に浸漬させた。シリコーンゴムシートに塗布されたリタサーフを１５０℃で５分間加
熱乾燥させ、反応性官能基（水酸基）を有する接着層が積層されたシリコーン基材を作製
した。このシリコーン基材を、組成物（ｂ１）に室温（２５℃）で３分間浸漬させた後、
６０℃３０分、１３５℃３０分加熱乾燥させ、潤滑性塗膜を形成し、実施例１のシートを
作製した。
　実施例１のシートの各接着層の厚さは０．２μｍ、各潤滑性塗膜の厚さは１１μｍであ
った。
【０１０５】
［実施例２］
　アクリット８ＢＳ－９０００（商品名、大成ファインケミカル社製）１３．３ｇを２－
プロパノール８６．７ｇに希釈した組成物（ａ２）を調製した。また、ポリビニルピロリ
ドン（商品名：Ｋ－９０　和光純薬工業社製）２．０ｇ、ＭＤＩ（４，４’－ジフェニル
メタンジイソシアネート、東京化成工業社製）０．５ｇをクロロホルム（和光純薬工業社
製）１００ｇに溶解させた組成物（ｂ２）を調製した。
　実施例１と同じサイズのシリコーンゴムシート（商品名：ＫＥ－８８０－Ｕ　硬度８０
Ａ　信越シリコーン社製）を組成物（ａ２）に室温で３分間浸漬させた後、１５０℃で３
０分乾燥させた。両表面に組成物（ａ２）から形成された接着層を有するシリコーンゴム
シートの両表面を２０％塩酸で３時間処理した。このようにして、反応性官能基（水酸基
）を有する接着層が積層されたシリコーン基材を作製した。このシリコーン基材を、組成
物（ｂ２）に室温で３分間浸漬させた後、６０℃３０分、１３５℃３０分加熱乾燥させ、
潤滑性塗膜を形成し、実施例２のシートを作製した。
　実施例２のシートの各接着層の厚さは０．４μｍ、各潤滑性塗膜の厚さは１０μｍであ
った。
【０１０６】
［実施例３］
　サイマックＵＳ－４５０（商品名、東亜合成社製）２５ｇを２－プロパノール７５ｇに
より希釈して、組成物（ａ３）を調製した。また、ヒアルロン酸（東京化成工業社製）２
．０ｇ、ＴＤＩ（２，６－トリレンジイソシアネート、和光純薬工業社製）０．５ｇをク
ロロホルム（和光純薬工業社製）９７．５ｇに溶解させた組成物（ｂ３）を調製した。
　実施例１と同じサイズのシリコーンゴムシート（商品名：ＫＥ－８８０－Ｕ　硬度８０
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Ａ　信越シリコーン社製）を組成物（ａ３）に室温で３分間浸漬させた後、１５０℃で３
０分乾燥させた。両表面に組成物（ａ３）から形成された接着層を有するシリコーンゴム
シートの両表面を２０％塩酸で３時間処理した。このようにして、反応性官能基（カルボ
キシ基、水酸基）を有する接着層が積層されたシリコーン基材を作製した。このシリコー
ン基材を、組成物（ｂ３）に３分間浸漬させた後、６０℃３０分、１３５℃３０分加熱乾
燥させ、潤滑性塗膜を形成し、実施例３のシートを作製した。
　実施例３のシートの各接着層の厚さは０．３μｍ、各潤滑性塗膜の厚さは９μｍであっ
た。
【０１０７】
［実施例４］
　ポリビニルピロリドン（商品名：Ｋ－９０　和光純薬工業社製）２．０ｇ、ＭＤＩ（４
，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、東京化成工業社製）０．５ｇをクロロホル
ム（和光純薬工業社製）９７．５ｇに溶解させた組成物（ｂ４）を調製した。
　実施例１と同じサイズのシリコーンゴムシート（商品名：ＫＥ－８８０－Ｕ　硬度８０
Ａ　信越シリコーン社製）の両表面に対し、プラズマ照射装置ＰＤＣ－００１（商品名、
ＨＡＲＲＩＣＫ　Ｐｌａｓｍａ社製）により真空状態で、下記に示す条件でプラズマ処理
を行い、カルボキシ基と水酸基を有するシリコーン基材を得た。このシリコーン基材を、
組成物（ｂ４）に室温で３分間浸漬させた後、６０℃３０分、１３５℃３０分加熱乾燥さ
せ、潤滑性塗膜を形成し、実施例４のシートを作製した。
　実施例４のシートの各潤滑性塗膜の厚さは１３μｍであった。
【０１０８】
（プラズマ処理の条件）
　照射時間：３分間
　照射温度：室温
　出力：１３．５６ＭＨｚ
【０１０９】
［実施例５］
　アクリット８ＢＳ－９０００（商品名、大成ファインケミカル社製）１３．３ｇを２－
プロパノール８６．７ｇに希釈して組成物（ａ５）を調製した。また、メチルビニルエー
テル無水マレイン酸共重合体（アルドリッチ社製）２．０ｇ、ＭＤＩ（４，４’－ジフェ
ニルメタンジイソシアネート、東京化成工業社製）０．５ｇをクロロホルム（和光純薬工
業社製）９７．５ｇに溶解させた組成物（ｂ５）を調製した。
　実施例１と同じサイズのシリコーンゴムシート（商品名：ＫＥ－８８０－Ｕ　硬度８０
Ａ　信越シリコーン社製）を、組成物（ａ５）に室温で３分間浸漬させた後、１５０℃で
３０分乾燥させた。両表面に組成物（ａ５）から形成された接着層を有するシリコーンゴ
ムシートの両表面を２０％塩酸で３時間処理した。このようにして、反応性官能基（水酸
基）を有する接着層が積層されたシリコーン基材を作製した。このシリコーン基材を、組
成物（ｂ５）に室温で３分間浸漬した後、６０℃３０分、１３５℃３０分加熱乾燥させ、
潤滑性塗膜を形成し、実施例５のシートを作製した。
　実施例５のシートの各接着層の厚さは０．２μｍ、各潤滑性塗膜の厚さは１３μｍであ
った。
【０１１０】
［比較例１］
　接着層を設けなかったこと以外は、実施例２と同様にして、比較例１のシートを作製し
た。
【０１１１】
［比較例２］
　ＭＤＩ（４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、東京化成工業社製）１．０ｇ
を２－ブタノン（和光純薬工業社製）９９ｇに溶解させた溶液（２ｃ）を調製した。また
、ポリビニルピロリドン（商品名：Ｋ－９０　和光純薬工業社製）２．０ｇをクロロホル
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　縦７０ｍｍ、横４０ｍｍ、厚さ５００μｍのウレタンシート（ＭＩＲＡＣＴＲＡＮ　Ｐ
４９０ＲＳＵＩ、商品名、東ソー社製）の両表面に対し、実施例４と同様にしてプラズマ
処理を行い、カルボキシ基と水酸基を有するウレタン基材を得た。このウレタン基材を、
溶液（２ｃ）に３分間浸漬させた後、６０℃３０分加熱乾燥させた。次いで、このウレタ
ン基材を、溶液（２ｄ）に３分間浸漬させた後、６０℃１２０分、加熱乾燥させ、潤滑性
塗膜を形成し、比較例２のシートを作製した。
　比較例２のシートのシリコーン基材上の各膜の厚さは１２μｍであった。
【０１１２】
［比較例３］
　実施例１と同じサイズのシリコーンゴムシート（商品名：ＫＥ－８８０－Ｕ　硬度８０
Ａ　信越シリコーン社製）を用いたこと、６０℃１２０分の加熱乾燥を、６０℃３０分、
１３５℃３０分に変更したこと以外は、比較例２と同様にして比較例３のシートを作製し
た。
　比較例３のシートにおける、シリコーン基材上の各膜の厚さは９μｍであった。
【０１１３】
＜各特性の評価＞
　実施例１～５および比較例１～３のシートについて、以下の試験を行った。
【０１１４】
［湿潤時の滑り性］
　連続加重式引掻強度試験機ＴＹＰＥ：１８ｔｙｐｅ（ＨＥＩＤＯＮ　製）を用いて試験
を行った。上記作製したシートを水に浸漬させた状態で、荷重１，０００ｇでテトラフル
オロエチレン製圧子を１往復させた後の動摩擦係数（μｋ）を計測し、以下の評価基準に
従って評価した。なお、片道の距離は３０ｍｍ、水温は２５℃であった。
【０１１５】
（評価基準）
Ａ：μｋ＜０．０３
Ｂ：０．０３＜μｋ＜０．０６
Ｃ：０.０６＜μｋ＜０．１
Ｄ：０．１＜μｋ
　上記Ａ、Ｂを合格とした。
【０１１６】
［湿潤時の耐久性］
　テトラフルオロエチレン製圧子を５０往復させた後の動摩擦係数（μｋ）を計測したこ
と以外は、湿潤時の滑り性と同様にして試験を行った。
【０１１７】
（評価基準）
Ａ：μｋ＜０．０３
Ｂ：０．０３＜μｋ＜０．０６
Ｃ：０.０６＜μｋ＜０．１
Ｄ：０．１＜μｋ
　上記Ａ、Ｂを合格とした。
【０１１８】
　得られた結果をまとめて、下記表１に示す。
【０１１９】
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【表１】

【０１２０】
＜表の注＞
ＰＶＰ：ポリビニルピロリドン
アクリット８ＢＳ－９０００は少なくとも下記の構造単位を有する。
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【０１２１】
　上記表１から明らかなように、比較例１のシートは、基材にシリコーンゴムを用いても
、反応性官能基を有さないため、潤滑性塗膜を形成することができなかった。
　また、比較例２のシートは、基材にシリコーンゴムではなくポリウレタンを用いた。さ
らに、比較例２のシートは、ポリイソシアネートの層を形成し、このポリイソシアネート
の層上に親水性ポリマーの層を形成した。すなわち、比較例２のシートは、本発明に規定
する潤滑性塗膜（組成物膜）ではなく、ポリイソシアネートの層と親水性ポリマーの層と
からなる複層を有する。そのため、湿潤時の滑り性および湿潤時の耐久性が不合格であっ
た。また、比較例３のシートは、基材にシリコーンゴムを用いても、比較例２のシートと
同様、本発明に規定する潤滑性塗膜を有さない。そのため、湿潤時の滑り性および湿潤時
の耐久性が不合格であった。これに対し、反応性官能基を有するシリコーン基材または接
着層上に本発明に規定する潤滑性塗膜有するシートは、湿潤時の滑り性および湿潤時の耐
久性のいずれにも優れた。
【０１２２】
　本発明をその実施態様とともに説明したが、我々は特に指定しない限り我々の発明を説
明のどの細部においても限定しようとするものではなく、添付の請求の範囲に示した発明
の精神と範囲に反することなく幅広く解釈されるべきであると考える。
【０１２３】
　本願は、２０１７年１月１３日に日本国で特許出願された特願２０１７－００３８４２
に基づく優先権を主張するものであり、これはここに参照してその内容を本明細書の記載
の一部として取り込む。
【符号の説明】
【０１２４】
　１０、２０　医療用潤滑性部材
　　　ａ　シリコーン基材
　　　ｂ　潤滑性塗膜
　　　ｃ　接着層
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